
(単位　千円）

前年同期比
補正前の額 補　正　額 計 増　　　減

（％）

一 般 会 計 144,301,014 1,035,339   145,336,353 5.1

70 国 民 健 康 保 険 事 業 34,789,766 1,713       34,791,479 △ 1.0

71 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 7,055,978 112,298     7,168,276 5.2

72 介 護 保 険 事 業 35,740,019 147,096     35,887,115 3.5

73 公 共 駐 車 場 事 業 103,160 5,081       108,241 △ 9.2

－ 外崎土地区画整理事業 503,795 －          503,795 173.5

－
母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

26,527 －          26,527 125.6

78,219,245 266,188     78,485,433 2.0

－ 病 院 事 業 29,881,928 －          29,881,928 1.1

74 水 道 事 業 10,228,647 16,453      10,245,100 △ 5.3

75 下 水 道 事 業 17,454,372 26,274      17,480,646 6.0

57,564,947 42,727      57,607,674 1.3

280,085,206 1,344,254   281,429,460 3.4合　　　　　　　計

69

特　別　会　計　（計）

企　業　会　計　（計）

令和7年度　9月補正予算(案)概要

総　　 括 　　表

議案
番号

会　計　区　分
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(単位　千円）

補正前の額 補　正　額 計 構　成　比
（％）

1 市 税 54,700,000 54,700,000 37.6

2 地 方 譲 与 税 970,628 970,628 0.7

3 利 子 割 交 付 金 30,000 30,000 0.0

4 配 当 割 交 付 金 420,000 420,000 0.3

5 株式等譲渡所得割交付金 400,000 400,000 0.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 990,000 990,000 0.7

7 地 方 消 費 税 交 付 金 9,400,000 9,400,000 6.5

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 300,000 300,000 0.2

10 地 方 特 例 交 付 金 417,000 6,135       423,135 0.3

11 地 方 交 付 税 16,680,000 728,556     17,408,556 12.0

12 交通安全対策特別交付金 48,000 48,000 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,194,527 △ 606      1,193,921 0.8

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,912,541 1,912,541 1.3

15 国 庫 支 出 金 27,439,134 194,508     27,633,642 19.0

16 県 支 出 金 11,117,813 3,157       11,120,970 7.7

17 財 産 収 入 360,453 360,453 0.2

18 寄 附 金 177,029 86,429      263,458 0.2

19 繰 入 金 5,054,108 5,054,108 3.5

20 繰 越 金 2,775,889 4,327       2,780,216 1.9

21 諸 収 入 3,681,591 △ 5,367    3,676,224 2.5

22 市 債 6,232,300 18,200      6,250,500 4.3

144,301,014 1,035,339   145,336,353 100.0

令和7年度9月一般会計歳入歳出補正予算(案)

歳　　　　　　　　入

款　　　　　　　別

歳　　入　　合　　計
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(単位　千円）

補正前の額 補　正　額 計 構　成　比
（％）

1 議 会 費 662,496 662,496 0.5

2 総 務 費 11,155,237 15,173      11,170,410 7.7

3 民 生 費 62,941,988 171,753     63,113,741 43.4

4 衛 生 費 11,635,530 28,294      11,663,824 8.0

5 労 働 費 96,488 96,488 0.1

6 農 林 水 産 業 費 214,986 214,986 0.1

7 商 工 費 2,759,893 △ 90,507   2,669,386 1.8

8 土 木 費 10,125,309 △ 507      10,124,802 7.0

9 消 防 費 5,738,418 2,684       5,741,102 4.0

10 教 育 費 11,678,017 74,256      11,752,273 8.1

11 公 債 費 10,338,626 10,338,626 7.1

12 諸 支 出 金 16,944,026 834,193     17,778,219 12.2

13 予 備 費 10,000 10,000 0.0

144,301,014 1,035,339   145,336,353 100.0歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　出

款　　　　　　　別
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　一般会計

令和７年度　９月補正予算案内訳

（単位　千円）

10 地方特例交付金 6,135

○地方特例交付金 6,135

11 地方交付税 728,556

○普通交付税 728,556

13 分担金及び負担金 △ 606

○尾張西部ごみ焼却処理等広域化事業負担金 △ 606

15 国庫支出金 194,508

○新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金 789

○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 135,622

○マイナンバーカード交付事務費補助金 287

○地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 45,184

○就学前教育・保育施設整備交付金 10,999

○循環型社会形成推進交付金 △ 811

○防災・安全交付金 △ 1,092

建築管理費 △ 1,092

○中長期在留者住居地届出等事務委託金 2,806

○国民健康・栄養調査委託金 724

16 県支出金 3,157

○介護施設等整備事業費補助金 △ 12,336

○介護従事者確保事業補助金 1,857

○保育所等給食費軽減対策支援金補助金 12,636

○アジア・フレンドシップ推進事業費補助金 1,000

歳　　　　　　　　　　　　　　入

款 科　　目　　及　　び　　主　　な　　財　　源　　内　　訳 補　正　額
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（単位　千円）

歳　　　　　　　　　　　　　　入

款 科　　目　　及　　び　　主　　な　　財　　源　　内　　訳 補　正　額

18 寄附金 86,429

○環境保全寄附金 15,029

○企業版ふるさと納税寄附金 300

○一般寄附金 71,100

児童福祉費 1,100

消防費 70,000

20 繰越金 4,327

○繰越金 4,327

21 諸収入 △ 5,367

○給食材料費収入 △ 11,751

○市有物件災害共済会収入 5,287

○その他民生分 97

○その他教育分 1,000

22 市債 18,200

○中学校屋内運動場空調設備整備事業 18,200

歳 入 合 計 1,035,339
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   ◎:投資的な事業
   (新):新規事業　(改):事業内容、制度等の改正　(臨):臨時的な事業　(見):補正事由が決算見込み又は契約差金によるもの （単位　千円）

款 項 目

２ 総務費

２ １ 総務管理費

２ １ ３ 人事管理費

○退職手当 15,787

２ １ ６ 財産管理費

○テレビ受信料 569

NHK受信料の未契約分（カーナビ6台）

２ １ ８ 企画費

○(見)地域ＤＸ導入業務委託料 △571

○(見)地域ＤＸ保守委託料 △133

○物価高騰対応重点支援地方創生

臨時国庫交付金返還金 299

令和6年度精算による

２ １ 14 尾西庁舎費

○(見)清掃委託料 △3,339

２ １ 15 木曽川庁舎費

○(見)電気設備保守委託料 △109

２ ２ 徴税費

２ ２ ４ 徴収費

○(見)催告書及び未納注意書作成等業務委託料 △136

２ ３ 戸籍住民登録費

２ ３ １ 戸籍住民登録費

○戸籍・住民登録事務事業 2,806 国 2,806

・消耗品費

・事業用備品購入費

・図書購入費

15,173

12,503

△405

15,787

569

△3,339

△109

△136

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

△136

2,806

2,806

77

2,726

3

出入国管理及び難民認定法の改正に伴い、在留カードとマイ
ナンバーカードを一体化した特定在留カードの交付手続に必
要となる住居地等記録端末及びICカードリーダライタ等の購入
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

３ 民生費

３ １ 社会福祉費

３ １ ２ 障害者援護費

◎(見)いずみ第２作業所空調設備改修工事請負費 △1,413

３ ２ 老人福祉費

３ ２ １ 在宅老人援護事業費

○テレビ受信料 154

NHK受信料の未契約分（携帯電話1台）

３ ２ ４ 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費

◎介護施設等防災対策事業補助金 44,889

　認知症高齢者グループホーム(1か所) 国 7,623

　小規模多機能型居宅介護(3か所) 国 22,878

　地域密着型特別養護老人ホーム(1か所) 国 15,272

　特別養護老人ホーム(1か所) 国 △589

決算見込みによる減額

○(臨)介護施設等新型コロナウイルス

感染拡大防止対策支援事業補助金 △15,216 県 △15,216

県の補助率及び補助単価の見直しに伴う減額

○(臨)介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業補助金 2,880 県 2,880

県の補助単価の見直しに伴う増額

○(新)介護支援専門員研修受講支援事業補助金 1,857 県 1,857

○介護施設等整備事業費県補助金返還金 21 その他 21

○介護サービス確保対策事業費県補助金返還金 76 その他 76

171,753

△1,413

134,082

154

34,507

△1,413

7,623

施設の老朽化に伴う大規模修繕及び非常用自家発電設
備の整備

22,878

15,272

県の要綱改正に伴い、介護支援専門員の資格更新等にかかる
研修受講料を負担する介護事業所等に対し一部を補助するも
の

△884
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

３ ２ ５ 後期高齢者医療費

○過年度分療養給付費負担金 99,421

令和6年度療養給付費の確定による増額

３ ３ 児童福祉費

３ ３ ４ 乳幼児期教育保育費

○(臨)保育所等給食費軽減対策支援事業 28,160 国 15,524

県 12,636

・私立保育園運営補助金

・私立幼稚園補助金

・認定こども園運営補助金

・小規模保育事業運営補助金

・認可外保育施設運営補助金

○(見)事業用備品購入費 △6,674

◎認定こども園施設整備補助金 16,498 国 10,999

国の補助基準額の引き上げに伴う増額

３ ３ ６ 児童発達支援費

○施設修繕料 1,100 寄附 1,100

いずみ学園園庭遊具(滑り台)の更新

寄附者：早川建設株式会社、彦坂一輝氏

４ 衛生費

４ １ 保健衛生費

４ １ １ 保健衛生総務費

○(見)印刷製本費 △367

○(見)(臨)第３次健康日本２１

いちのみや計画策定委託料 △440

1,100

99,421

39,084

37,984

28,294

4,425

△807

14,690

2,530

5,854

県の支援事業の実施にあわせて上半期の補助内容を見直すと
ともに、下半期も私立保育園等の食材購入費を補助し、保護者
への支援を継続するもの

3,676

1,410
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

４ １ ２ 健康増進対策費

○(臨)国民健康・栄養調査事業 724 国 724

・会計年度任用職員報酬

・協力員謝礼

・各種報償費

・会計年度任用職員通勤費

・消耗品費

・医薬材料費

・通信運搬費

・手数料

・血液検査委託料

○会計年度任用職員報酬 2,992

○会計年度任用職員期末手当 301

○会計年度任用職員勤勉手当 253

○会計年度任用職員社会保険料負担金 607

○会計年度任用職員通勤費 185

○(見)節目歯周病検診案内はがき作成業務委託料 △209

４ １ ４ 保健予防費

○(臨)弁護委託料 143

損害賠償請求事件に係る着手金

○(臨)新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費 236 国 236

ワクチン接種による健康被害の認定者に対する医療費等の給
付

4,853

379

5

1

233

健康増進のための基礎資料を得ることを目的として、身体の状
況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を調査するもの

職員(保健師)の産休・育休に伴う雇用による増額

362

20

27

9

40

27
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

４ ２ 環境費

４ ２ １ 環境総務費

◎燃料電池自動車トラック導入促進補助金 3,449

○環境保全基金積立金 15,029 寄附 15,029

４ ２ ５ 環境対策費

○車両修繕料 83 その他 83

○(臨)交通事故賠償金 159 その他 159

本庁舎駐車場内における駐車車両との接触事故

○テレビ受信料 121

NHK受信料の未契約分（携帯電話1台、カーナビ1台）

４ ３ 清掃費

４ ３ １ 塵芥処理費

◎(見)自動車購入費 △712

４ ３ ２ 清掃施設費

○(臨)リサイクルセンター火災復旧関連経費 30,662 その他 5,045

・施設修繕料

破砕可燃物搬送コンベア

・残灰等運搬委託料

破砕可燃物をごみ焼却施設へ運搬

◎施設整備工事請負費

○(見)施設修繕料 △4,230

○(見)機械器具点検手数料 △146

○(見)清掃委託料 △990

○(見)消火設備等保守委託料 △1,178

○(見)樹木剪定等管理委託料 △699

363

5,028

△712

18,841

18,478

17,571

9,960

火災対策として監視カメラ、炎検知器、散水ノズルを設置

燃料電池自動車トラックを購入する自動車リース事業者に対
し、購入費用の一部を県と協調して補助
　補助率：県補助額の1/2（上限3,449千円）

19,140

いちのみや未来エネルギー株式会社からの寄附を寄附金活用
事業の財源とするため積み立てるもの

1,562
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

○(見)残灰等運搬委託料 △847

○(見)最終処分場管理委託料 △110

○(見)(臨)循環型社会形成推進

地域計画策定業務委託料 △1,591 その他 △606

◎(見)施設整備工事請負費 △3,300

４ ３ ３ し尿処理施設費

○(見)手数料 △512

○(見)機械点検手数料 △253

○(見)管理棟等清掃委託料 △2,384

○(見)公衆便所等清掃委託料 △5,622

○(見)(臨)衛生処理施設基幹改良工事

発注支援業務委託料 △2,431 国 △811

４ ３ ４ エコハウス１３８・ゆうゆうのやかた費

○(見)(臨)ゆうゆうのやかた

サウンディング調査業務委託料 △242

○(見)事業用備品購入費 △387

７ 商工費

７ １ 商工費

７ １ ２ 商工業振興費

◎(見)企業立地奨励補助金 △90,507

８ 土木費

８ ２ 道路橋梁費

８ ２ ３ 道路新設改良費

◎道路改良工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

△11,202

△629

△507

0

限度額

160,000

0

道 路 改 良 工 事 請 負 費

△90,507

△90,507

△90,507

事　　　項 期　　　間

令和 7～ 8年度
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

８ ２ ４ 道路舗装費

◎舗装新設改良工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

８ ３ 水路費

８ ３ ２ 水路新設改良費

◎用排水路護岸工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

８ ４ 都市計画費

８ ４ ４ 公園新設改良費

◎各種公園整備工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追　加）

８ ４ ７ 緑化推進費

○(見)緑化事業報償費 △232

0

0

0

776

事　　　項 期　　　間 限度額

舗 装新 設改 良工 事請 負費 令和7～ 8年度 160,000

事　　　項 期　　　間 限度額

用 排水 路護 岸工 事請 負費 令和7～ 8年度 125,000

0

限度額

各種公 園整 備工事請負費 令和7～ 8年度 4,000

△232

事　　　項 期　　　間

- 12 -



（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

８ ４ ８ 交通事業推進費

○(臨)弁護委託料 252

損害賠償請求事件に係る成功報酬

◎区画線設置工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

◎交通安全施設設置工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

◎今伊勢駅駐輪場用地購入費 756

○ｉ バス運行負担金 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

８ ５ 都市開発費

８ ５ １ 都市開発総務費

○(見)自動車整理場管理業務委託料 △1,283

事　　　項 期　　　間 限度額

1,008

交通安全施設設置工事請負費 令和7～ 8年度 3,000

確定による増額

事　　　項 期　　　間 限度額

△1,283

△1,283

区 画 線 設 置 工 事 請 負 費 令和7～ 8年度 2,000

事　　　項 期　　　間 限度額

ｉ  バ ス 運 行 負 担 金
（千秋町、大和町・萩原町コース）

令和7～10年度 175,600
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

９ 消防費

９ １ 消防費

９ １ １ 常備消防費

○印刷製本費 287 国 287

○事業用備品購入費 7,179 寄附 7,179

９ １ ３ 消防施設費

◎大和東分団庁舎駐車場拡張経費 18,897

・施設整備工事請負費

・大和東分団庁舎駐車場用地購入費

　大和町妙興寺地内　1筆　184.37㎡

大和東分団庁舎の駐車場を拡張するもの

◎高機能消防指令センター等更新委託料 △23,679

車載端末装置の設置台数の増 寄附 2,332

契約差金

◎自動車購入費 0

寄附により高規格救急自動車(2台)を購入するもの

※債務負担行為の設定

（追  加）

マイナ保険証を活用した救急業務の円滑化のため、マイナ保
険証のメリットや利用促進などの周知を図る広報用ちらしを作
成するもの

救急訓練人形　3体、救急用資器材　一式

2,332

寄附により購入する高規格救急自動車分

△26,011

事　　　項 期　　　間 限度額

自 動 車 購 入 費
( 高 規 格 救 急 自 動 車 )

令 和 7 ～ 8 年 度 60,360

4,313

14,584

2,684

2,684

7,466

△4,782
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

10 教育費

10 １ 教育総務費

10 １ ３ 学校給食調理場費

○(臨)学校給食食材高騰対策補助金 65,102 国 65,102

10 １ ４ 教育指定管理費

◎一宮市民会館エレベーター安全対策工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

◎スポーツ文化センター冷温水発生機

改修工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

10 ２ 小学校費

10 ２ １ 学校管理費

○(見)電気設備保守委託料 △892

○(見)便所清掃委託料 △110

△1,152

△1,002

57,200

給食食材等が高騰する中で、栄養バランスと量を保った学校給
食を提供するため、学校給食会に高騰分を補助するもの

特定天井等大規模改修に伴う休館期間を活用して、老朽化し
たエレベーターを改修し、安全対策装置を設置するもの

74,256

65,102

58,500

老朽化した冷温水発生機の更新

事　　　項 期　　　間 限度額

65,102

0

限度額

一宮市民会館エレベーター
安 全 対 策 工 事 請 負 費

令和7～ 8年度

スポーツ文化センター冷温水発生機
改 修 工 事 請 負 費

令和7～ 8年度

事　　　項 期　　　間
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

10 ２ ２ 教育振興費

○(見)学校産業医報酬 △480

○(臨)弁護委託料 330

国家賠償請求事件に係る着手金

10 ３ 中学校費

10 ３ １ 学校管理費

○(見)電気設備保守委託料 △423

◎設計委託料 △9,065 市債 △4,600

屋内運動場空調設備設置工事(15校)

屋内運動場建替え工事(千秋中)

◎各校空調設備設置工事請負費（継続費分） 22,800 市債 22,800

屋内運動場(千秋中)

※継続費の設定

10 ３ ２ 教育振興費

○(見)魅力あふれる学校づくり推進事業交付金 △103

10 ５ 保健体育費

10 ５ １ 保健体育振興費

○(臨)アジア・アジアパラ大会

フレンドシップ事業開催委託料 2,000 県 1,000

その他 1,000

○(見)事業用備品購入費 △1,311

△2,903

689

△103

△150

13,209

13,312

アジア・アジアパラ大会を市民へ周知し、機運醸成するため、ア
ジア各国との国際交流イベントを開催するもの

計 76,000

年度 工事請負費

7 22,800

8 53,200

　夏季の猛暑を踏まえ、教育環境や災害時における避難所
の環境などを改善するため、計画を前倒して早期に空調設
備を設置するもの

32,100

△41,165

- 16 -



（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

10 ５ ２ 体育施設費

○(見)スポーツ施設等環境維持管理委託料 △3,460

○(見)スポーツ施設器具保守点検業務委託料 △132

12 諸支出金

12 ２ 繰出金

12 ２ １ 特別会計繰出金

○水道事業会計 21,026 国 21,026

負担金

物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金分

○下水道事業会計 13,442 国 13,442

負担金

物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金分

一般区域分

特定区域分

○国民健康保険事業 △275

事務費分

12 ４ 基金費

12 ４ ３ 財政調整基金費

○財政調整基金積立金 800,000

歳 出 合 計 1,035,339

800,000

800,000

34,193

34,193

△3,592

834,193

△275

21,026

9,651

3,791
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　特別会計・企業会計
（単位　千円）

会計名 補 正 額

1,713

歳　　入

○一般会計繰入金 △275

職員給与費等繰入金 △275

○雑入 1,917

契約不履行損害賠償金 1,601

委託契約違約金 316

○国庫補助金 71

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 71

歳　　出

〇賦課徴収費 △204

(見)催告書等作成業務委託料 △204

〇国民健康保険財政調整基金積立金 1,917

国民健康保険財政調整基金積立金 1,917

112,298

歳　　入

〇繰越金 108,228

○国庫補助金 4,070

子ども・子育て支援事業費補助金 4,070

歳　　出

〇徴収費 4,070

(臨)後期高齢者医療システム改修委託料 4,070

〇後期高齢者医療広域連合納付金 108,228

後期高齢者医療保険料等負担金 108,228

主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業
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（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

147,096

歳　　入

〇国庫補助金 6,564

過年度分地域支援事業交付金 6,564

介護予防・日常生活支援総合事業

〇県負担金 3,496

過年度分介護給付費負担金 3,496

〇県補助金 4,102

過年度分地域支援事業交付金 4,102

介護予防・日常生活支援総合事業

〇基金繰入金 △498,941

介護給付費準備基金繰入金 △498,941

〇繰越金 631,875

歳　　出

〇償還金 147,096

国庫負担金返還金

介護給付費 43,685

地域支援事業（包括的支援事業・任意事業） 3,023

県負担金返還金

地域支援事業（包括的支援事業・任意事業） 1,512

支払基金交付金返還金

介護給付費 73,841

地域支援事業（総合事業） 25,035

5,081

歳　　入

〇繰越金 5,081

歳　　出

〇一般管理費 △7,699

(見)公共駐車場業務委託料 △7,699

〇市営地下駐車場基金積立金 12,780

公共駐車場事業

介護保険事業

6,564

4,102
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（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

16,453

収益的収入 21,026

○営業外収益 21,026

負担金 21,026

一般会計からの負担金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金分

収支差引(利益増） △20,575

収益的支出 451

○営業費用 24

原水及び浄水費

通信運搬費

配水及び給水費

通信運搬費

業務費

通信運搬費

総係費

通信運搬費

賃借料

NHK受信料の未契約分（携帯電話5台）

○特別損失 427

過年度損失 427

NHK受信料の未契約分（携帯電話5台）

資本的収入 5,000

○企業債 5,000

※補填財源 11,002

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金 △20,760

2

2

83,921

△52,159

7

11

4

8

8

3

3

水道事業
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（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

資本的支出 16,002

◎建設改良費 16,002

改良費

通信運搬費

委託料

工事請負費

配水管改良工事費

※債務負担行為の設定

（追  加）

限度額

260,000

26,274

収益的収入 9,651

○営業外収益 9,651

負担金 9,651

一般会計からの負担金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金分

収支差引(利益増） △9,381

収益的支出 270

○営業費用 13

管渠費

通信運搬費

処理場費

通信運搬費

業務費

通信運搬費

総係費

賃借料

NHK受信料の未契約分（携帯電話3台）

○特別損失 257

過年度損失 257

NHK受信料の未契約分（携帯電話3台）

2

4

2

5

5

4

配 水 管 改 良 事 業 令和7～8年度

下水道事業［一般区域公共下水道］

2

2

0

事 項 期 間

16,002

2

16,000
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（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

資本的収入 26,000

〇企業債 24,000

〇県補助金 2,000

※補填財源 4

減債積立金 61,000

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

△60,467

過年度分損益勘定留保資金 3,545

当年度分損益勘定留保資金 △4,074

資本的支出 26,004

◎建設改良費 26,000

改良費 26,000

工事請負費

下水道管改良工事費 26,000

◎日光川上流流域下水道事業費 2

事務費

通信運搬費

◎五条川右岸流域下水道事業費 2

事務費

通信運搬費

0

収益的収入 3,791

○営業外収益 3,791

負担金 3,791

一般会計からの負担金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金分

収支差引(損失減) △3,791

2

2

2

2

下水道事業［特定区域公共下水道］

26,000
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